
  

 

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 新潟産業大学 
設置者名 学校法人 柏専学院 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専

門

科

目 

合計 

経済学部 

経済経営学科 
夜・

通信 
0 26 

26 26 

13 

 

文化経済学科 
夜・

通信 
26 26  

経済経営学科 

通信教育課程 

夜・

通信 
0 0 17 17 13  

（備考） 

経済経営学科通信教育課程は令和３年度設置のため、該当する 1年次配当科目単位数

のみ記載 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 
https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/professional-faculty 

 

【通信教育課程】 
https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information_tsushin/professional-

faculty_tsushin 

 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名 

（困難である理由）該当なし。 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 新潟産業大学 
設置者名 学校法人柏専学院 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
大学ホームページ 

https://www.nsu.ac.jp/about/officer/ 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 会社役員 
2020.4.1～ 

2022.3.31 

業務提携（高大連

携）の推進 

非常勤 会社役員 
2020.4.1～ 

2022.3.31 

業務提携（高大連

携）の推進 

（備考） 

 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 
学校名 新潟産業大学 
設置者名 学校法人柏専学院 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

 

毎年度作成する本学授業計画（シラバス）の作成課程は以下のとおり。 

 1.作成時期：前年度の 2月頃。 

当該年度の科目担当者が確定（前年度 2月上旬頃確定）した後、全教員が Web 

にて直接入力する。入力された全シラバスは、学部長、教務委員長の確認を経

て学長が承認・決定する。 

 2.シラバス構成：本学シラバスに記載する項目は以下のとおり。 

①科目名・開講時期・単位数・配当年次・科目ナンバー、②担当教員・連絡先、

③講義概要、④到達目標、⑤講義計画、⑥テキスト・参考文献、⑦履修条件 

⑧成績評価方法、⑨フィードバック方法、⑩準備学習（予習・復習等）、 

⑪備考（実務家教員等） 

 

【通信教育課程】 

1.作成時期：前年度の 2月頃。 

全教員が Webにて直接入力する。入力された全シラバスは、学部長、通信教育

部長の確認を経て学長が承認・決定する。 

 2.シラバス構成：シラバスに記載する項目は通学制に準じている。 

 

授業計画書の公表方法 

・全学生へ配付する「履修の手引き」に掲載。 

・学生向けポータルサイトに掲載 

・大学ホームページに掲載。 

 https://a3web.ap-cold.com/web nsu/syllabus/se0010. 
aspx?me=EU&opi=mt0010 

 

【通信教育課程】 

 ・学生向けポータルサイトに掲載 

 ・通信教育課程ホームページに掲載 

https://a3web.ap-cloud.com/web_nsu-

c/syllabus/se0010.aspx?me=EU&opi=mt0010 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 



  

（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

 
本学の成績評価は、「新潟産業大学学則」第 18条に以下のように明確に定めている。 

 【成績の評価】 

第 18条 成績評価の評語及び評価点は、Ｓ（90点～100点）、Ａ（80点～89点）、 

Ｂ（70点～79点）、Ｃ（60点～69点）、Ｄ（40点～59点）、Ｅ（39点以下） 

とし、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃを合格とし、Ｄ・Ｅを不合格とする。 

２ 前条第 3項の規定により、単位を認定された場合の成績の評語はＴとする。 

 

また、「新潟産業大学履修登録・成績評価・試験等の実施に関する内規」の中に成績評

価基準を定めており、これに基づき、教員は各々担当科目に適した成績評価方法をシ

ラバスに掲載し成績評価している。 

 

【通信教育課程】 

 授業科目の学習成果の評価については通学制に準じている。 

 

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 



  

客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

 

本学では、「新潟産業大学グレードポイントアベレージ運用規程」を定め、ＧＰＡを

導入している。 

本学のＧＰは下表のとおり。（同規程第 4条） 

成績評価等 
GP 

標語等 評価点等 

S 100 点～ 90 点 4.00 

A  89 点～ 80 点 3.00 

B  79 点～ 70 点 2.00 

C  69 点～ 60 点 1.00 

D  59 点～ 40 点 0.00 

E 39 点以下 0.00 

H 評価対象外 0.00 

 

また、ＧＰＡ算出方法についても「新潟産業大学グレードポイントアベレージ運用

規程」の中で定めており、また、全学生に配布する「履修の手引き」の中でも詳細

に説明記載している。 

 

（GPA の種類と計算方法） 

 GPA は、学期 GPA と通算 GPA の 2 種類とし、各々次の計算式により算出する。

なお、算出された数値に小数点以下第 3 位がある場合は、小数点第 3 位の値を四

捨五入する。 

 

 

1. 学期 GPA の計算式 

 
（当該学期に評価等を受けた各々対象授業科目の GP×その科目の単位数）の合計 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

当該学期に履修登録した対象授業科目の単位数の合計 

 

 

2. 通算 GPA の計算式 

 
（入学後に評価等を受けた各々対象授業科目の GP×その科目の単位数）の合計 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

入学後に履修登録した対象授業科目の単位数の合計 

 

 

また、ＧＰＡによる成績分布状況の把握も行っており、また、このＧＰＡ分布表は

大学ホームページに掲載している。 

 

【通信教育課程】 

通信教育課程においても、通学制に準じて「新潟産業大学グレードポイントアベ

レージ運用規程」を適用している。 

また、GPA 算出方法についても同規程によって定められており、オンライン上で

全学生が共有する「学修ガイドブック」の中で詳細に説明を行っている。 

GPA の種類と計算方法は、通学制に準じており、これに基づく成績分布状況は、

今後 1年次生の成績評価が確定し次第、Web サイト等にて公表する予定である。 

 



  

客観的な指標の算出 

方法の公表方法 

・全学生へ配付する「履修の手引き」に掲載。 

・大学ホームページに掲載。 

（ＧＰＡの説明掲載） 
https://www.nsu.ac.jp/campuslife/study/grade/ 

（成績の分布状況） 
https://www.nsu.ac.jp/campuslife/study/grade/ 

 

【通信教育課程】 

・オンライン上で全学生が共有する「学修ガイドブッ

ク」に掲載。 

・1年次生の成績評価が確定し次第、成績分布状況を

Web サイト等にて公表する予定。 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

 

本学では、以下のとおりディプロマ・ポリシー（学位授与方針）を定めている。 

1.自らが社会の一員であることを自覚し、豊かな人間性と社会性を支える広い教

養を身につけている。 

2.地域社会や企業における諸課題について、経済学・経営学・文化経済学の専門

知識に基づく論理的な思考と分析を行い、主体的に対処することができる。 

3.地域の文化や異なる国々の文化を理解し、その共存や振興に貢献することがで

きる。 

4.課題解決に必要な情報処理能力を身につけ、適切に処理することができる。 

5.地域社会の構成員として、新しい時代感覚と創造的視野をもって地域と能動的

に関わる意欲を有している。 

 

また、このディプロマ・ポリシーは大学ホームページ等で公表している。 

 

【通信教育課程】 

通信教育課程では、以下のとおりディプロマ・ポリシー（学位授与方針）を定め

ている。 

1.経済社会の一員としての望ましい心構えや人間性とともに、現代社会に関する

幅広い知識と自己表現や情報活用に関する能力と態度を身に付けている。 

2.経済活動を行うために必要となる経済学・経営学分野に関する基礎的・基本的

な知識と経済活動に必要な法規に関する基礎的な知識を身に付けている。 

3.経済学・経営学研究に関する基礎的な研究能力及び自発的な職能開発を継続で

きる素養と問題発見や課題解決に関する基礎的な能力を身に付けている。 

 

また、このディプロマ・ポリシーは大学ホームページ等で公表している。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 

・全学生へ配付する「学生生活の手引き」に掲載。 

・大学ホームページに掲載。 

https://www.nsu.ac.jp/about/mission/f-policy/ 

 

【通信教育課程】 

・オンライン上で全学生が共有する「学修ガイドブッ

ク」に掲載。 

・通信教育課程ホームページに掲載。 

https://managara.nsu.ac.jp/about/philosophy.php 

https://www.nsu.ac.jp/campuslife/study/grade/


  

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 新潟産業大学 
設置者名 学校法人柏専学院 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 公表方法：本学 Webサイト「財務情報」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/financial_information/ 
収支計算書又は損益計

算書 
公表方法：本学 Webサイト「財務情報」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/financial_information/ 

財産目録 公表方法：本学 Webサイト「財務情報」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/financial_information/ 

事業報告書 
公表方法：本学 Webサイト「財務情報」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/financial_information/ 
監事による監査報告

（書） 
公表方法：本学 Webサイト「財務情報」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/financial_information/ 
 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

中長期計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 
公表方法：本学 Webサイト「自己点検・大学認証評価」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/self-assessment/ 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 
公表方法：本学 Webサイト「自己点検・大学認証評価」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/self-assessment/ 

 

  



  

（３）学校教育法施行規則 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す

る方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名 経済学部 

教育研究上の目的（公表方法：本学 Web サイト「経済学部の目的と３つのポリシー」

に公表）https://www.nsu.ac.jp/about/mission/f-policy/ 

（概要） 

本学は、幅広く深い教養及び主体的な判断力と豊かな人間性を身に付け、経済学、

経営学、文化経済学の学問分野を柱として、地域及び社会、経済の課題に取り組む実

践的な教育研究を行い、その成果を活かすことのできる人材を育成することを目的と

する。 

 経済経営学科は、経済学と経営学の教育を通して社会人としての経済理解と社会理

解を涵養し、地域経済や企業のおかれている状況を判断する能力と、経営を遂行する

ための実務能力、課題解決のための立案能力をもった人材を養成する。 

 文化経済学科は、文化経済学の観点から日本や諸外国のさまざまな文化を文化的財

として捉え、新たな文化産業の可能性、さらには地域経済や地域社会の再生、発展に

ついて、企業・非営利組織・行政等の関連を視野に、理論的かつ実践的に追究しうる能

力をもった人材を養成する。 

卒業の認定に関する方針（公表方法：本学 Web サイト「経済学部の目的と３つのポリ

シー」に公表）https://www.nsu.ac.jp/about/mission/f-policy/ 

（概要） 

 本学の教育目標を達成するために，本学学生が本学における教育と学習を通じて、次

の能力を修得することを学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）としている。 

1. 自らが社会の一員であることを自覚し、豊かな人間性と社会性を支える広い

教養を身につけている。 

2. 地域社会や企業における諸課題について、経済学・経営学・文化経済学の専

門知識に基づく論理的な思考と分析を行い、主体的に対処することができ

る。 

3. 地域の文化や異なる国々の文化を理解し、その共存や振興に貢献することが

できる。 

4. 課題解決に必要な情報処理能力を身につけ、適切に処理することができる。 

5. 地域社会の構成員として、新しい時代感覚と創造的視野をもって地域と能動 

的に関わる意欲を有している。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：本学 Web サイト「経済学部の目的

と３つのポリシー」に公表）https://www.nsu.ac.jp/about/mission/f-policy/ 

（概要） 

本学経済学部は、「地域社会や企業を主体的に支える人材の育成」というミッショ

ンを掲げ、そのミッション遂行のため、基本教育科目、専門教育科目の２カテゴリー

に大分類される科目群を設け、カリキュラム（教育課程）を編成する。 

1.  基本教育科目は、基礎科目と教養科目により構成し、基礎科目では入学者の基礎学

力の再構築と大学の学習への円滑な移行を図りながら、１年次から系統的かつ効果的

なキャリア教育を行うとともに、国際化に対応する語学力の向上を図る。教養科目で

は豊かな人間性と社会性を支える幅広い教養の習得を図る。 

2.  専門教育科目は、学年進行に沿って、基礎的な専門科目からより高度な専門科目へ

と進めるよう順次性に配慮した科目配置とする。また、必修科目及び選択必修科目、

履修指定科目を適正に定めて４年間の履修モデルを明示し、３年次以降の専攻分野へ

の学びを誘導し、学生一人ひとりに学びの目的を自覚させ、進路イメージの形成につ

http://www.hosei.ac.jp/gaiyo/rinen/hoshin/mokuhyo/index.html


  

ながるよう配慮する。また、専門科目の履修に関連する法律や情報処理等の授業科目

を関連科目として配置する。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：本学 Webサイト「アドミッション・ポリシー

（入学者受入方針）」に公表）https://www.nsu.ac.jp/admissions/policy/ 

（概要） 

本学は、ミッションを遂行し達成するために、学習意欲の高い生徒・学生・社会人

等に広く門戸を開いているが、特に次のことに意欲・関心を持つ入学者を求めてい

る。 

【本学経済学部が求める人物像】 

1. 自立と自分を高めることに意欲のある人 

2. 自らを取り巻く社会の仕組みと変化に関心のある人 

3. 地域の経済や文化活動に興味があり、その継承、維持、発展に貢献したいと

考える人 

【入学までに学んで欲しい内容など】 

1. 高等学校等の課程全般にわたる基礎的な内容を理解すること 

2. 特に、国語・数学・英語や社会科目などを意欲的に学ぶこと 

3. 各分野の資格取得にチャレンジすること 

またこれに加えて、入試区分ごとに入学者選抜方針を定め、公表している。 

 

学部等名 経済学部 経済経営学科 通信教育課程 

教育研究上の目的（公表方法：本学 Web サイト「経済学部の目的と３つのポリシー」

に公表）https://www.nsu.ac.jp/about/mission/f-policy/ 

（概要） 

経済学・経営学分野に関する教育研究を通して、「経済学・経営学分野に関する基礎

的・基本的な知識と課題を探求し解決する能力を習得させ、経済活動を主体的・創造

的に実践できる能力を育てる」ことを教育研究上の目的とする。 

 

卒業の認定に関する方針（公表方法：本学 Web サイト「経済学部の目的と３つのポリ

シー」に公表）https://www.nsu.ac.jp/about/mission/f-policy/ 

（概要） 

 養成する人材の目的を達成するための学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）は、以

下の通りとする。 

1. 経済社会の一員としての望ましい心構えや人間性とともに、現代社会に関する幅

広い知識と自己表現や情報活用に関する能力と態度を身に付けている。 

2. 経済活動を行うために必要となる経済学・経営学分野に関する基礎的・基本的な

知識と経済活動に必要な法規に関する基礎的な知識を身に付けている。 

3. 経済学・経営学研究に関する基礎的な研究能力及び自発的な職能開発を継続でき

る素養と問題発見や課題解決に関する基礎的な能力を身に付けている。 

 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：本学 Web サイト「経済学部の目的

と３つのポリシー」に公表）https://www.nsu.ac.jp/about/mission/f-policy/ 

（概要） 

学位授与の方針と教育課程の編成及び実施の方針との一体性と整合性に留意しつ

つ、卒業までに学生が身に付けるべき資質や能力を習得するための教育課程の編成

及び実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を次のとおり定める。 

 

１．教育課程編成の方針 

1. 社会人として求められる態度や志向性及び人間や社会に関する幅広い知識と

多角的に物事を見ることができる能力を養うための科目を配置する。 

https://www.nsu.ac.jp/admissions/policy/


  

2. 日本語と英語を用いての表現伝達能力及びＩＣＴを用いて情報を収集・分析・

管理し、効果的に活用できる能力を習得するための科目を配置する。 

3. 経済学分野における経済理論、数量経済、経済政策、財政・金融、労働経済

及び関係法規に関する基礎的な知識を習得するための科目を配置する。 

4. 経営学分野における経営理論、経営管理、マーケティング、会計、経営情報

及び関係法規に関する基礎的な知識を習得するための科目を配置する。 

5. 経済活動の向上に資するための研究手法及び自発的・創造的な学習態度と問

題の発見方法や課題の解決手法を身に付けるための科目を配置する。 

 

２．教育課程実施の方針 

1. 教育課程を構成する授業科目の目標、内容、教育方法、評価方法を記した授

業計画を示すとともに、教育課程編成・実施の方針を具体化し、可視化して

共有するための教育課程構造図や履修系統図を示す。 

2. 単位制度の実質化を図る観点から、特定の学期における偏りのある履修登録

を避けるとともに、学生が学習目標に沿った適切な授業科目の履修が可能と

なるように、養成する具体的な人材像に対応した典型的な履修モデルを提示

する。 

3. 卒業時における質を確保する観点から、予め学生に対して各授業科目におけ

る学習目標やその目標を達成するための授業の方法、計画等を明示したうえ

で、成績評価基準や卒業認定基準を示し、これに基づく厳格な評価を行う。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：本学 Web サイト「経済学部の目的と３つの

ポリシー」に公表）https://www.nsu.ac.jp/about/mission/f-policy/ 

（概要） 

人材養成の目的を達成するための学位授与の方針及び教育課程の編成及び実施の

方針を踏まえ、入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を以下のとおりとす

る。 

1. 経済学・経営学分野に対する興味や関心と学部教育に対する学習意欲を有し

ている。 

2. 高等学校で履修した主要科目について、教科書レベルの基本的な知識を有し

ている。 

3. 自分の考えを適切に表現することができ、他者に対して的確に伝えることが

できる。 
 

 

 

②教育研究上の基本組織に関すること 
• 公表方法：本学 Webサイト「学校教育法に基づく教育情報の公開－[２ 教育研究上の基本

組織に関すること]」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/#i-2 

 

【通信教育課程】 

• 公表方法：本学 Webサイト「学校教育法に基づく教育情報の公開（通信教育課程）－[２ 

教育研究上の基本組織に関すること]」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information_tsushin/#i-2 

 

 

  

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/#i-2
https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/#i-2
https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/#i-2
https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/#i-2


  

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 2人 － 2人 

経済学部 － 14人 4人 6人 2人 1人 27人 

 － 人 人 人 人 人 人 

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

 

0人 43人 43人 

各教員の有する学位及び業績 
（教員データベース等） 

公表方法：公表方法：本学 Webサイト「専任教員紹介」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/academics/professors/ 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

 

 

 

  



  

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

経済学部 140人 115人 82.1％ 560人 504人 90.0％ 若干人 0人 

 人 人 ％ 人 人 ％ 人 人 

合計 

 140人 115人 82.1％ 560人 504人 90.0％ 若干人 0人 

経済学部 

経済経営学科 

通信教育課程 300人 198人 66.0％ 300人 198人 66.0% 0人 0人 

 人 人 ％ 人 人 ％ 人 人 

 300人 198人 66.0％ 300人 198人 66.0% 0人 0人 

（備考）経済経営学科通信教育課程は令和３年度設置のため、1年次のみ在籍 

 

 

b.卒業者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

経済学部 
91人 

（100％） 

12人 

（13.2％） 

53人 

（58.2％） 

26人 

（28.6％） 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
91人 

（100％） 

12人 

（13.2％） 

53人 

（58.2％） 

26人 

（28.6％） 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項）主な進学先：上越教育大学大学院・鳴門教育大学大

学院・新潟産業大学大学院。主な就職先：㈱ハードオフコーポレーション・㈱ブルボン・新井

信用金庫・自衛官候補生（海上）等。 

（備考）経済経営学科通信教育課程は令和３年度設置のため、該当なし。 

 

 

c.修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載事項） 

学部等名 

 

入学者数 
修業年限期間内 

卒業者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（備考） 

 

  



  

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

 学則に定められている授業科目について、毎年度作成する本学授業計画（シラバス）

に基づき授業を実施している。 

本学の授業計画（シラバス）の作成過程は以下のとおり。 

 1.作成時期：前年度の 2月頃。 

当該年度の科目担当者が確定（前年度 2月上旬頃確定）した後、全教員が Web 

にて直接入力する。入力された全シラバスは、学部長、教務委員長の確認を経て 

学長が承認・決定する。 

 2.シラバス構成：本学シラバスに記載する項目は以下のとおり。 

①科目名・開講時期・単位数・配当年次・科目ナンバー、②担当教員・連絡先、 

③講義概要、④到達目標、⑤講義計画、⑥テキスト・参考文献、⑦履修条件 

⑧成績評価方法、⑨フィードバック方法、⑩準備学習（予習・復習等）、 

⑪備考（実務家教員等） 

 

【通信教育課程】 

1.作成時期：前年度の 2月頃。 

全教員が Web にて直接入力する。入力された全シラバスは、学部長、通信教育部

長の確認を経て学長が承認・決定する。 

 2.シラバス構成：シラバスに記載する項目は通学制に準じている。 
 

 

 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 
（概要） 

本学の成績評価は、「新潟産業大学学則」第 18条に以下のように明確に定めている。 

 【成績の評価】 

第 18条 成績評価の評語及び評価点は、Ｓ（90点～100点）、Ａ（80点～89点）、 

Ｂ（70点～79点）、Ｃ（60点～69点）、Ｄ（40点～59点）、Ｅ（39点以下） 

とし、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃを合格とし、Ｄ・Ｅを不合格とする。 

２ 前条第 3項の規定により、単位を認定された場合の成績の評語はＴとする。 

また、「新潟産業大学履修登録・成績評価・試験等の実施に関する内規」の中に成績評

価基準を定めており、これに基づき、教員は各々担当科目に適した成績評価方法をシラ

バスに掲載し成績評価している。 

 

本学の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）は以下のとおり。 

1. 自らが社会の一員であることを自覚し、豊かな人間性と社会性を支える広い教養

を身につけている。 

2. 地域社会や企業における諸課題について、経済学・経営学・文化経済学の専門知

識に基づく論理的な思考と分析を行い、主体的に対処することができる。 

3. 地域の文化や異なる国々の文化を理解し、その共存や振興に貢献することができ

る。 

4. 課題解決に必要な情報処理能力を身につけ、適切に処理することができる。 

5. 地域社会の構成員として、新しい時代感覚と創造的視野をもって地域と能動的に

関わる意欲を有している。 

 

 

 



  

【通信教育課程】 

 授業科目の学習成果の評価については通学制に準じている。 

 
 通信教育課程の学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）は、以下の通りとする。 

1. 経済社会の一員としての望ましい心構えや人間性とともに、現代社会に関する幅広

い知識と自己表現や情報活用に関する能力と態度を身に付けている。 

2. 経済活動を行うために必要となる経済学・経営学分野に関する基礎的・基本的な知

識と経済活動に必要な法規に関する基礎的な知識を身に付けている。 

3. 経済学・経営学研究に関する基礎的な研究能力及び自発的な職能開発を継続できる

素養と問題発見や課題解決に関する基礎的な能力を身に付けている。 

 

学部名 学科名 
卒業に必要となる 

単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

経済学部 

経済経営学科 124単位 ○有 ・無 49単位 

文化経済学科 124単位 ○有 ・無 49単位 

経済経営学科 

通信教育課程 
124単位 ○有 ・無 40単位 

 単位 有・無 単位 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 
公表方法： 

 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
• 公表方法：本学 Webサイト「学校教育法に基づく教育情報の公開－[７ 校地，校舎等

の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること]」に公表 
https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/#i-7 

 

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

経済学部 

経済経営学科 660,000円 210,000円 340,000円 
施設設備資金 170,000円 

教育充実費 170,000円 

文化経済学科 660,000円 210,000円 340,000円 
施設設備資金 170,000円 

教育充実費 170,000円 

経済経営学科 

通信教育課程 
300,000円 50,000円 0円  

 

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

 【修学支援の方針】 

  〇１、２年次を中心に基礎学力の向上を図る。 

  〇担任制により全学生の個別指導を徹底する。 

  〇アクティブ・ラーニングを取り入れ、学生が自ら学び自ら考え自ら行動するよう支援 

する。 

○学内外の奨学金制度および学費減免制度を活用して、経済的事情により修学困難な学生 

を支援する。 

  ○障がいのある学生が修学に支障のないように支援する。 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/#i-7
https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/#i-7


  

○外国人留学生に対して、日本語科目等を整備し学修のための十分な支援を行う。 

 

上記方針のもと本学では、入学から卒業まで担任制をとり学生の修学支援に取り組んで 

いる。 

特筆する取り組みとして、学生の授業出欠について「Ｗeb出欠情報システム」より、常

にリアルタイムでの出欠情報を全教員が Web確認できるようにしており、各々担当学生の

出欠を頻繁に確認し、連続欠席している学生に対しては電話等で欠席理由を確認し、必要

により適切な支援を施し卒業へと導いている。また、担任教員制に加え、事務職員による

「ＣＬＡ（キャンパスライフアドバイザー）制度」と称する副担任制的な体制も整えてい

る。 

 

また、各学期毎に学生が行う履修登録の際は、担任教員が各々学生の成績を踏まえた履 

修指導を行い、責任を持って担当学生の指導にあたっている。 

 

【通信教育課程】 

通信教育課程では、受講方法の特性上、LMS（Learning Management System）を通じて

学生それぞれの学修状況について適時把握することが可能となっている。これにより、受

講のペース配分等、進捗状況に応じて、ポータルサイトからの連絡、Ｅメール、電話連絡

等を通じて、機を逃さず適切なアドバイスが行える体制となっている。 

また、オンデマンド方式の講義が基本となる受講環境において、経験豊富な授業補助者

1 科目 1名を適切に配置し、授業担当教員と連携しながら教育効果を向上させている。 

 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

 【進路支援の方針】 

  ○学生自らが社会の一員であることを自覚し、キャリア形成できるように支援する。 

○社会人として自立するために、主体的に進路選択、就職の決定ができるように、就職 

ガイダンスや個別指導、付加価値づくりの講座等の充実を図り支援する。 

○「地域に学び、地域をおこす大学」として、新潟県、柏崎市そして学生の出身地での 

就職を支援する。 

○外国人留学生に対して、母語と日本語、本学での学修成果、日本での生活体験を活か 

した就職と進学を支援する。 

 

上記方針のもと就職支援科目（キャリアデザイン）を 1～3 年に配置し、「キャリアポ

ートフォリオ」で卒業後や年度毎の目標・達成状況を把握させることで、自己分析や職業

観の育成に努めている。その一環として「企業見学ツアー」や企業経営者・OB 等を招い

ての「パネルディスカッション」などを実施している。 

３年次以降は、インターンシップ、各種就職対策セミナー、筆記試験対策、面接指導、

学内企業（業界）研究セミナー等の就職支援プログラムを実施している。 

 

【通信教育課程】 

 1年次から就職支援科目（「社会的・職業的自立ⅠおよびⅡ」、「チームワークとリー

ダーシップ」、「自己管理と社会規範」等）を配置し、学生の職業観の早期醸成を図って

いる。その一方で、プロスポーツやボランティア活動等、「学び」の他に目的意識を持っ

て通信教育課程を選択した学生も一定数在籍することから、その目標の達成に無理のない

修学となるよう支援・助言を行っている。 

 4年後を見据え就職を希望する学生に対しては、オンラインを活用した面談、面接指導

等を行い、積極的に就職情報の提供を行っている。 

 

 

  



  

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

 【生活支援の方針】 

  ○学生が心身ともに健康で、安全で安定した学生生活を送れるように、健康管理と事故防

止、経済的支援、ハラスメントの防止、課外活動支援等を行う。 

  ○学生が生活全般にわたって相談できるように、大学内の組織はもとより学生の保護者と

の連携協力を得て多面的に支援する。 

○外国人留学生について、安価で良好な住環境の確保、学生チューターなどによる交流 

促進等を通じて生活支援体制を整備する。 

 

上記方針のもと入学前の保護者からの健康調査や、高等学校からの引継ぎで得た学生の

疾病について、校医や担当教員と情報共有を行っている。疾病を持つ学生や、健康診断後

の要精密検査対象者については校医と医務室で連携を取り、経過を診て行く。 

  メンタルヘルスに関しては入学時ＵＰＩテストを利用し、要注意者に関してはヒアリン

グを行っている。また、教員とも連携し、カウンセリングが必要な場合は本人の同意のも

と、カウンセラーとの面談を実施し、必要に応じ医療機関への紹介を行っている。 

 

【通信教育課程】 

 通信教育課程に在籍する学生のメンタルケア対応について、Ｅメールや Web面談等を活

用したサポートについて豊富な経験と実績を持つ専門業者（一般社団法人）にオンライン

による学生相談対応業務を委託し、Web カウンセリングの手法と専門知識に則った対応を

行い、各個の事案について報告書の提出を受けている。 

 これを基にした学生の心身の健康等に係る支援はもとより、軽易な学修上の相談を専用

のメールアドレスで受けて身近な助言を行っている他、本課程が提供している Web 上での

コミュニケーションツール上における学生の発言にも注意を払う等、通信教育課程におけ

る学生支援の在り方について検討し、様々な取組を行っている。 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 
• 公表方法：本学 Webサイト「学校教育法に基づく教育情報の公開」に公表 

https://www.nsu.ac.jp/about/disclosure/educational-information/ 

 



（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

学校コード F115310105195

（備考）

内
訳

－

－

家計急変による
支援対象者（年間）

0人

0人

第Ⅱ区分

第Ⅲ区分

合計（年間）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したこ
とにより認定の取消しを受けた者の数

年間 0人

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄について、該当する人数が1人以上10人以下の場合に
は、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載するこ
と。

本表において、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分とは、それぞれ大学等における修学の支
援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第１号、第２号、第３号
に掲げる区分をいう。

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認
定の取消しを受けた者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたこと
により認定の取消しを受けた者の数

年間

0人

後半期

26人

26人

－

－

学校名

設置者名

新潟産業大学

学校法人　柏専学院

前半期

支援対象者（家計急変
による者を除く）

28人

28人第Ⅰ区分



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

右以外の大学等

後半期前半期年間

修業年限で卒業又は修
了できないことが確定

修得単位数が標準単位
数の５割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の５割以

下）

出席率が５割以下その
他学修意欲が著しく低

い状況

0人

0人

「警告」の区分に連続
して該当

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の
処分を受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

計

－

－

0人

退学 0人

３月以上の停学 0人

年間計 0人

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成
績が著しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められ
ず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含

む。）、高等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修
業年限が２年以下のものに限る。）

0人 0人 0人



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学
生認定の効力の停止を受けた者の数

停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の
効力の停止を受けた者の数

３月未満の停学 0人

修得単位数が標準単位
数の６割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の６割以

下）

0人

ＧＰＡ等が下位４分の
１

－

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

年間 前半期 後半期

計 11人

出席率が８割以下その
他学修意欲が低い状況

11人


